
 

１　重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　 取得価額または償却原価法（定額法）による。

(2) 固定資産の減価償却の方法

建物付属設備 定率法(ただし、2016年4月1日以降取得分は定額法)による減価償却を実施している。

什 器 備 品 定率法による減価償却を実施している。

無形固定資産 定額法による減価償却を実施している。

(3) 引当金の計上基準

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算し、会計基準変更時

差異(2,411,146円)については、7年で費用処理している。

(4) 消費税等の会計処理

税込処理によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額およびその残高は、次のとおりである。 　（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
普通・定期預金

5,703,369 1,655,692 0 7,359,061

基本財産
投資有価証券

450,296,631 0 1,655,692 448,640,939

小計 456,000,000 1,655,692 1,655,692 456,000,000

特定資産
公益目的事業予備基金

100,000,000 0 0 100,000,000

特定資産
受取補助金積立金

0 5,636,288 1,033,720 4,602,568

特定資産
退職給付引当資産

2,834,498 718,357 1,133,400 2,419,455

小計 102,834,498 6,354,645 2,167,120 107,022,023

合計 558,834,498 8,010,337 3,822,812 563,022,023

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

     基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 　（単位：円）

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産から

の充当額)
(うち一般正味財産から

の充当額)
(うち負債に対応する
額)

基本財産
基本財産引当預金

7,359,061 0 7,359,061 0

基本財産
投資有価証券

448,640,939 0 448,640,939 0

小計 456,000,000 0 456,000,000 0

特定資産
公益目的事業予備基金

100,000,000 0 100,000,000 0

特定資産
受取補助金積立金

4,602,568 4,602,568 0

特定資産
退職給付引当資産

2,419,455 0 0 2,419,455

小計 107,022,023 4,602,568 100,000,000 2,419,455

合計 563,022,023 4,602,568 556,000,000 2,419,455

 財務諸表に対する注記



 

４　固定資産の取得価額、減価償却等累計額及び当期末残高    （単位：円）

科  目 取得価額 減価償却等累計額 当期末残高

建物付属設備 3,099,099 2,843,611 255,488

什 器 備 品 10,677,338 8,698,977 1,978,361

無形固定資産 9,518,340 5,496,564 4,021,776

長期前払費用 1,753,312 1,215,978 537,334

合計 25,048,089 18,255,130 6,792,959

５　債権の債権金額及び当該債権の当期末残高 　（単位：円）

科  目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の 当
期末残高

前払金 1,324,809 0 1,324,809

未収金 4,438,800 0 4,438,800

立替金 0 0 0

合  計 5,763,609 0 5,763,609

６　退職給付関係

(1) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(2) 退職給付債務及びその内訳   （単位：円）

△ 3,106,600

687,145

△ 2,419,455

(3) 退職給付費用に関する事項   （単位：円）

374,786

343,571

718,357

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を

基礎として計算している。

(5) 会計基準変更時差異の処理年数　7年

７　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 　（単位：円）

科目 種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

投資有価証券
三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ社債

113,912,728 113,205,400 △ 707,328

〃 日本郵船社債 114,728,211 113,485,000 △ 1,243,211

〃
ﾕｰﾛ円建運用指数
連動債20年

120,000,000 105,048,000 △ 14,952,000

〃
ﾕｰﾛ円建運用指数
連動債15年

100,000,000 91,220,000 △ 8,780,000

448,640,939 422,958,400 △ 25,682,539

公益目的事業予備基金
他社株式転換特約
付債

100,000,000 98,497,000 △ 1,503,000

548,640,939 521,455,400 △ 27,185,539合計

小計

③ 退職給付費用(①+②)

① 退職給付債務

② 会計基準変更時差異の未処理額

③ 退職給付引当金(①+②)

① 勤務費用

② 会計基準変更時差異の費用処理額



８　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 　（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

介護予防訪問介護利用者
像、要支援者への予防的ｱ
ﾌﾟﾛｰﾁの評価に関する研究

文部科学省 536,288 1,040,000 310,818 1,265,470 指定正味財産

うつ予防教室終了後の自主
活動定着のための支援研究

文部科学省 57,321 1,170,000 1,227,321 0 _

高齢期の認知機能低下は生
きがい就労を不可能にする
か、支援方法構築のための
基礎研究

文部科学省 0 1,560,000 545,964 1,014,036 指定正味財産

特別養護老人ﾎｰﾑの終末期ｹ
ｱにおける多職種連携とｹｱ
の質の評価に関する研究

文部科学省 0 260,000 260,000 0 _

大都市求職高齢者の実態解
明およびｼｰﾑﾚｽな社会参加
支援に向けた研究

文部科学省 0 130,000 130,000 0 _

要介護高齢者の残存能力を
最大化する住環境評価尺度
開発:既存尺度の日本への
適応

ファイザーヘルスリ
サーチ振興財団

0 2,500,000 176,938 2,323,062 指定正味財産

ゆるやかなｿｰｼｬﾙｷｬﾟﾋﾀﾙを
醸成する介護予防事業の構
築・継続要因に関する研究

長寿科学振興財団 0 2,360,000 2,360,000 0 _

うつ予防教室
横須賀市 0 351,000 351,000 0 _

合  計 - 593,609 9,371,000 5,362,041 4,602,568 -

９　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 (単位：円)

金額

1,033,720

1,033,720

１０　金融商品の状況にかかる注記

(1) 金融商品に対する取組方針

当財団は、公益目的事業を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品に

より資産運用する。なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は、債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ複合金融商品であり、発行体の信用リスク、市場リスク

（金利の変動リスク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされている。

(3) 金融商品のリスクに係る管理体制

ア．資産管理運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、当財団の資産管理運用規程に基づき行う。

イ．信用リスク及び市場リスクの管理

債券及びデリバティブ取引等を組み込んだ複合金融商品については、発行体の信用情報や時価の状況を把握し、

 　　管理運用状況について理事会等に報告する。

経常収益への振替額
目的達成による指定額解除

内容

合計
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